
技術協力業務の進め方（業務フロー）
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●資料中の凡例

基本協定書：技術協力業務に関する基本協定書
特記仕様書：技術協力業務の業務委託特記仕様書
説明書：技術協力業務のプロポーザル方式に関する説明書
設計特記仕様書：設計業務の業務委託特記仕様書
ガイドライン：「建設工事における技術提案・交渉方式の運用ガイドライン（令和４年６月）」（防整施第12161号。4.6.23）
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技術協力業務の業務フロー

設計業務 技術協力業務発注者

設計図書に基づく見積依頼

学識経験者の意見聴取 交渉成立

優先交渉権者に特定通知

予定価格の作成

工事請負契約交渉結果の公表

実施設計（基本設計）／技術協力

価格等の交渉
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前提条件及び不確定要素の整理

参考見積書等の作成

技術協力の実施方針の協議ス
テ
ッ
プ
①

ス
テ
ッ
プ
②

ス
テ
ッ
プ
③

提案内容の確認・評価

技術提案の適用協議（三者協議）

技術提案の内容確認

施工計画の確認設計との整合確認 施工計画の作成

技術提案等資料の作成

参考額算出（官側積算）

全体工事費の算出全体工事費の確認等全体工事費の検証等

工事請負の見積合せ

価格等の交渉

計画額の補正

設計成果(設計図書
・数量書等)の引渡し

【ガイドライン 4.1.4及び4.4.2.(3)】

参考見積書等の提出

実
施
設
計
（
基
本
設
計
）



技術協力業務の実施手順（ステップ①）

設計業務 技術協力業務発注者

契約後速やかに提供設計・施工の前提条件、仕様等の提示

〇マスタープラン成果
 施設配置計画図
 全体工程表
 各年度のフェーズ図 等
〇設計業務工程表

技術協力の実施方針（案）作成

 技術協力の実施体制
 技術提案の実施方針（提案予定の対
象施設、対象工種、提案内容等）

 業務の実施手順（技術提案・全体工
事費算出の実施時期、実施回数等）

技術協力の実施方針（確定）

実施方針の協議
※実施方針の協議は、毎年度１回以上実施
し、必要に応じ実施方針の見直しを行う

契
約
後
速
や
か
に
実
施

【協議のポイント】
技術提案の実施方針
 技術提案を行う対象施設、対象工種（建築・設備・土木）を協議し、設計スケジュールに影響を及ぼす建物・施設を事前に
把握。
※対象施設、対象工種は、当該年度に設計を着手する建物で、施工者のノウハウを活用することが可能なものを選定

 技術提案及び適用可否に係る基本方針を受発注者間で認識を一致させる。

業務の実施手順

 施工計画の作成、技術提案、全体工事費の算出の各業務について、各業務の実施時期及び実施回数、実施方法について、
受発注者間で認識を一致させる。

 全体施工計画（建替え・改修順序、仮設建物の計画等）の提案は、設計実施時期に拘らず、早期に行う
 技術提案の実施時期・回数については、設計業務に手戻り・遅延が生じないよう、各段階での設計の検討内容を踏まえ、
設定。※目安：基本設計から実施設計の30%段階までに１～２回、60%段階までに１回の計２～３回程度

 技術提案に要する期間（技術提案作成～適用可否の判断までの期間）については、必要に応じて、設計業務工程表に反映。
 全体工事費の算出方法及び根拠資料の構成について、受発注者間で認識を一致させる。
※算出時期の目安：初期段階（基本設計の成果をもとに算出）、中間段階（実施設計60%図をもとに算出）

技術協力の実施方針の協議

【特記仕様書 7.(1）】

【基本協定書第3条第2項、特記仕様書 7.(8)、
設計特記仕様書第1.11】

【基本協定書 第3条第4項】

3



技術協力業務の実施手順（ステップ①）

設計業務 技術協力業務発注者
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前提条件等の不明点
及び不確定要素の整理

不明点及び不確定要素の整理
（資料作成） 不明点及び不確定要素の確認

提出

確認
依頼

資料
提出

回答内容の確認

回答

不明点等が整理
できるまで繰り
返し実施

設計・施工の前提条件、仕様等の提示
〇ＭＰ成果
〇基本設計成果等
 基本設計図
 概略工事工程表
 各建物の計画額及び算出根拠

基本設計後速やかに提供

不明点及び不確定要素の整理

実
施
設
計
着
手
ま
で
に
実
施

計画額の補正

 主たる新設建物は、基本設計で算出した概算工事費
をもとに補正

 改修建物は、改修内容を踏まえ、２次配布資料の計
画額をもとに適宜補正

 付帯施設は、面積変更等がある場合に補正

各建物の計画額（２次配布資料で提示）の補正

※計画額の補正は、基本設計後、実施設計着手までに実施

【ガイドライン
4.4.2.(3).①、4.4.2.(4)】

【基本協定書 第3条第4項】

【ガイドライン 4.4.2.(4)】

【ガイドライン 4.4.2.(3)、(4)】

【ガイドライン 4.4.2.(4)】

※建物の規模や工事内容等の条件が変更となる場合



技術協力業務の実施手順（ステップ②）

設計業務 技術協力業務発注者
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実
施
設
計
（
基
本
設
計
）

施工計画の作成

設計との整合性の確認

※全体工程表、概略工事工程表をもとに、玉
突き工程表の確認・評価、各施設の工程の妥
当性を確認し、施工計画を作成
施工順序の変更、工事条件の変更を伴う場

合は、技術提案及び技術情報を提出

確認依頼

結果報告

提出

施工計画の作成

※施工計画の提出時期及び回数は、「実施方針の協議」において調整

ＭＰ成果、基本設計成果、
実施設計途中成果（各段階の設計図等）

適時、提供

施工計画の確認

※工程表、資材等の搬入計画については、
現地部隊への意見照会を実施

 全体工事工程表
 各建物の工事工程表
 施工方法
 資材、部材の搬入計画
 仮設ヤード、現場事務所設置場所
等の全体仮設計画 等

【設計特記仕様書 第1.11.(4）】

【基本協定書 第3条第4項】

【特記仕様書 7.(3)】



技術協力業務の実施手順（ステップ②）

設計業務 技術協力業務発注者
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実
施
設
計
（
基
本
設
計
）

技術提案、技術情報等の作成
技術提案内容の確認・評価

技術提案内容の確認

分析・評価
依頼

結果
報告

提出

 構造性・施工性・維持管理性・経済
性等の観点から確認・評価を実施

 設計に反映する上での課題の有無の
整理

設計への適用の可能性、有効性、課題、見積条件・参考見積等の協議（三者協議）

適用可否の判断
適用の場合
設計への
反映を指示 適用可否の確認

結果通知

各段階の設計図等の確認

技術提案等資料の作成

※技術提案等資料の提出時期及び回数、対象施設・対象工種は、「実施方針の協議」において調整

 学識経験者への意見聴取＊
 関係行政機関等との協議＊

＊必要に応じ実施

ＭＰ成果、基本設計成果、
実施設計途中成果（各段階の設計図等）

適時、提供

 技術提案に関する機能・性能、適用
条件

 見積及び見積根拠等

【設計特記仕様書 第1.11.(2）】

【基本協定書 第3条第4項】

【特記仕様書 7.(4)、(7)】

【ガイドライン 4.4.2.(3).②】

【ガイドライン 4.4.2.(4)】【設計特記仕様書 第1.11.(3）】

【特記仕様書 7.(2)】

協議資料作成支援
＊必要に応じ実施

【特記仕様書 7.(6)、ガイドライン 4.4.2.(4)】

※基本設計から実施設計の30%段階
までに１～２回、60%段階までに
１回の計２～３回程度を目安に実施

【ガイドライン 4.1.4】

協議資料作成支援

実施設計（基本設計）
に反映

【ガイドライン 4.4.2.(4)】

＊必要に応じ実施

＜様式②＞



技術協力業務の実施手順（ステップ②）

設計業務 技術協力業務発注者
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実
施
設
計

※全体工事費の算出方法、実施時期及び実施回数は、「実施方針の協議」において調整

全体工事費調書及び根拠資料の作成

 見積条件と設計との整合確認
 見積りの検証
 全体工事費の確認・検証 全体工事費の確認・把握

※発注者から提供される資料を参考に、設計
に反映された技術提案の内容を踏まえ算出
なお、計画額と乖離がある場合は、乖離要
因を分析した資料を添付

確認依頼

結果報告

提出

全体工事費の算出
各建物の計画額及び算出根拠

提出依頼
○基本設計成果
（工事費概算額及び算出資料）

○２次配付資料
（面積変更、改修内容を踏まえ適
宜補正）

資料提供

【基本協定書 第3条第4項】

【基本協定書第5条第6項、
特記仕様書 7.(5)】

計画額の見直し

全体工事費調書及び根拠資料の見直し

計画額との乖離があるが
妥当性が確認できる場合

【基本協定書第5条第5項】
見直しを依頼

計画額との著しい乖離が
あり、妥当性が確認でき
ない場合

【設計特記仕様書第5.4.(2).ｱ.(ｲ)
ガイドライン 4.4.2.(4)】

【ガイドライン 4.4.2.(4)】
再提出

※全体工事費と計画額とで乖離がある
場合は、乖離要因資料を踏まえ、妥
当性を確認

※初期段階（基本設計成果をもと
に算出）及び中間段階（実施設計
60%図をもとに算出）の２回を基
本に算出

学識経験者への意見聴取※

※計画額との乖離について、意見聴取を事前に
行っている場合は省略できる



技術協力業務の実施手順（ステップ③）

設計業務 技術協力業務発注者
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価格等の交渉

設計図書に基づく見積依頼

価格等の交渉

※価格等の交渉において、
著しい乖離、内容の妥当性
が認められない場合は、
見積条件等の見直しを依頼

※

実施設計成果（設計図書） 提出 依頼

設計成果提供

交渉過程及び交渉結果について、
学識経験者への意見聴取を実施

提出

必要に応じ、見積り条件の見直し、見積額の変更等の
交渉を以下のとおり実施
 参考額と見積額との間に著しい乖離があり、内容の
妥当性が認められない場合は見積り条件等の見直し
に関して交渉を行い、合意条件を確認

 積算基準等から乖離のある工種について乖離の理由
及び見積り根拠の妥当性を確認

参考額算出＊
（積算基準等による官側積算）

＊交渉等技術資料作成業務を活用

交渉成立

優先交渉権者に特定通知

予定価格の作成

工事請負の見積合せ

 実施設計図
 数量計算書・内訳書(数量)

【基本協定書第5条第4項】

【基本協定書第5条第3項】

【設計特記仕様書第5.4.(2).ｱ】

【基本協定書第5条第5項】

【基本協定書第5条第7項】

【基本協定書第6条第2項】

【ガイドライン 4.5.6】

参考見積書等、見積書の提出

 見積条件・根拠作成
 参考見積書作成
※実施設計成果をもとに作成

【説明書 10.(6)】

【基本協定書第6条第4項】
【基本協定書第6条第4項】

【基本協定書第5条第5項、
ガイドライン 4.5.5】

 設計図書について確認・協議
（内訳数量に対する疑義など）

【基本協定書第5条第1項】

実
施
設
計

価格等交渉の実施を通知
【ガイドライン 4.5.4】

事前準備

＜様式⑤＞

＜様式⑥＞
【基本協定書第5条第5項】

【基本協定書第6条第1項】



設計業務及び技術協力業務の役割分担

設計者（設計業務）優先交渉権者（技術協力業務）発注者項 目

•前提条件等の不明点及び不確定要素
の整理（資料作成）

•前提条件等の不明点及び不確定要素
の提示

•前提条件等の不明点及び不確定要素
の確認

前提条件及び不確定要
素の整理

•技術提案の内容確認
•設計に反映する上での課題の有無や
内容

•技術提案に関する技術情報
（機能・性能、適用条件、コスト情
報等）の提出

•技術提案の適用可否の判断及び設計
者への指示

優先交渉権者の技術提
案の適用可否の検討

•地元及び関係行政機関との協議支援
（資料作成、同行等）※１

•地元及び関係行政機関との協議支援
（資料作成、同行等）※１

•地元及び関係行政機関との協議の必
要性の判断

•優先交渉権者、設計者への資料作成
等の指示、協議の実施

地元及び関係行政機関
との協議

•学識経験者への意見聴取の支援（資
料作成、同行等）※１

•学識経験者への意見聴取の支援（資
料作成、同行等）※１

•学識経験者への意見聴取の必要性の
判断

•優先交渉権者、設計者への資料作成
等の指示、意見聴取の実施

学識経験者への意見聴
取

•指示された技術提案内容の設計への
反映

•設計の課題整理及び改善に向けた追
加提案、資料作成、検討

•設計計算、設計図作成、数量計算等
の実施

•施工計画と設計の整合性確認

•技術提案部分を含めた設計の確認・
照査

•設計の課題整理及び改善に向けた追
加提案、資料作成、検討

•施工計画の作成

•設計内容の確認
•設計内容を踏まえた追加提案、検討
の指示

設計の実施

•見積条件と設計の整合性確認
•見積り、全体工事費の把握

•見積り、見積条件、根拠の作成
•全体工事費の算定※２

•設計の進捗に応じた優先交渉権者へ
の見積依頼

•見積りの検証（見積り根拠の妥当性
確認、積算基準との比較等）

•全体工事費の確認※２

工事費用の管理

•工事工程と設計の整合性確認•設計に基づく工事工程の作成
•工事等の工程を含めた全体事業工程
の管理

•設計、価格等の交渉、工事等の工程
を含めた全体事業工程の管理

事業工程の管理

•打合せ・協議への参加、必要資料作
成

•打合せ・協議への参加、必要資料作
成

•打合せ・協議の開催準備三者間の協議

※１ 発注者から指示があった場合
２ 全体工事費の算定における具体的な方法や精度については、設計の進捗状況とともに見直しを行う。 9

参考
【ガイドライン 4.4.2.(4)】


